
                      
 

          平成２８年２月８日 

九州地方整備 局  

                               
 

「第５回九州圏広域地方計画協議会」及び 

「九州ブロック国土交通懇談会」の開催について 
   

 

【開催概要】 

  ◆開催日時： 平成２８年２月１５日（月）１４：００～１６：００ 

  ◆開催場所： ハイアット・リージェンシー・福岡 

 リージェンシーボールルーム 

（福岡市博多区博多駅東２－１４－１） 

   ◆議事次第： 別紙 次第のとおり 

  ◆構 成 員： 別紙「九州圏広域地方計画協議会名簿」及び 

「九州ブロック国土交通懇談会名簿」のとおり 

   ◆取 材： カメラ撮りについては会議の冒頭までとしますが、 

会場内に記者席を用意していますので、会議終了まで 

聴講いただけます。 

また、会議終了後、取材をお受けいたします。 

《問い合わせ先》 

・『九州圏広域地方計画協議会』に関して 

  九州圏広域地方計画推進室  総括副室長     古木 慎一 

                企画部 建設専門官 寺尾 幸太郎 

                電話 092-476-3552（直通） 

 

・『九州ブロック国土交通懇談会』に関して 

  九州地方整備局 企画部  広域計画課長     田浦 峰星(内線：3211) 

          企画部  広域計画課 課長補佐 山口 光治(内線：3212) 

                電話 092-471-6331（代表） 

 

 

「新たな九州圏広域地方計画」の策定に向け、「第５回九州圏広域地方計画協議

会」を開催いたします。 

また、九州ブロックにおける社会資本整備重点計画の策定に向け、「九州ブロッ

ク国土交通懇談会」を合同開催いたします。 

 

 



 
 

第５回九州圏広域地方計画協議会及び 
九州ブロック国土交通懇談会合同会議 

 
 

日時：平成28年 2月15日（月）14:00～16:00 

場所：ハイアット・リージェンシー・福岡 
リージェンシーボールルーム 

 

次   第 
 

１．開  会 
 

２．挨  拶 
 

３．議  事 
（１）新たな九州圏広域地方計画について 
 
（２）九州ブロックにおける社会資本整備重点計画について 
 
（３）意見交換 
 

４．閉  会 



『広域地方計画』と『地方ブロックにおける社会資本整備重点計画』の関係 

広域地方計画 
～長期的な広域ブロックづくりの指針～ 

地方重点計画 
～地方ブロックにおける社会資本整備の具体的計画～ 

目的 新たな国土形成計画（全国計画）が目指す『対流促
進型国土』の形成に向けて、広域ブロックにおける国
土の利用、整備及び保全を推進するための総合的
かつ基本的な計画として定めるもの。 

社会資本整備重点計画に基づき、各地方の特性に応じて
社会資本を重点的、効率的、効果的に整備するため、広域
地方計画と調和を図り、地方ブロックにおける社会資本整
備の具体的な計画として定めるもの。  

計画の 
対 象 

国土の利用、整備及び保全に関する府省にまたがる
施策全般 

道路、空港、港湾、下水道、河川等の社会資本整備事業 

計画期間 今後概ね10年間 H32年度までの約５年間 
対象地域 全国８ブロック 広域地方計画の８ブロックに北海道と沖縄を加えた全国10

ブロック 
根拠法等 国土形成計画法 社会資本整備重点計画（閣議決定） 

計画に 
盛込む 
内容 
（案） 

○国土の形成に関する方針 
○国土の形成に関する目標 
○目標を達成するために一の都府県の区域を超え
る広域の見地から必要と認められる主要な施策
（広域プロジェクト） 

 ◇ハード・ソフト一体となった施策パッケージ 
 ◇広域プロジェクトを支える必要不可欠な広域性の

ある事業の中から代表的な事業を記載         

○現状と主要課題 
○目指すべき将来の姿と社会資本整備の基本戦略 
○社会資本整備の重点目標とプロジェクト 
 ◇プロジェクト毎に「課題と目指す姿」「重点施策」「指標」

「主要取組」を一連のストーリーとしてとりまとめ 
 ◇主要取組として個別事業に加え「賢く使う取組」「集約・

再編」も記載 
 ◇取組の時間軸を明確化し、ストック効果を見える化 

○『広域地方計画』は、対流促進型国土の形成に向けて、各広域ブロックの将来像や地域戦略等について示すもの。 
〇 『地方ブロックにおける社会資本整備重点計画（地方重点計画）』は、 『広域地方計画』と調和を図り、各地方においてストック

効果の最大化に向けた取組など、社会資本整備の重点事項等について示すもの。 



   『新たな九州圏広域地方計画』、『九州ブロックにおける社会資本整備重点計画』 
  の策定スケジュール（想定） 

新たな九州圏広域地方計画 
～九州ブロックの国土形成に係る総合的・基本的計画～ 

九州ブロックにおける社会資本整備重点計画 
～九州ブロックの社会資本整備の具体的計画～ 

 
 
 

パブリックコメント           

第5回九州圏広域地方計画協議会 九州ブロック国土交通懇談会 
2月15日 

（今回） 

計画決定 計画決定 

社会資本整備重点計画 
の閣議決定 

 平成28年 

     1月 有識者等との意見交換実施 

パブリックコメント           

第４回九州圏広域地方計画協議会 

関係機関協議・調整 

 平成27年 

     9月 

 ～ 



九州圏広域地方計画協議会名簿

九州管区警察局長

九州総合通信局長

九州財務局長

九州厚生局長

九州農政局長

九州森林管理局長

九州経済産業局長

九州地方整備局長

九州運輸局長

大阪航空局長

第七管区海上保安本部長

第十管区海上保安本部長

九州地方環境事務所長

福岡県知事

佐賀県知事

長崎県知事

熊本県知事

大分県知事

宮崎県知事

鹿児島県知事

山口県知事

沖縄県知事

北九州市長

福岡市長

熊本市長

九州市長会 会長

九州地区町村会長会 会長

（一社）九州経済連合会 会長

九州商工会議所連合会 会長



九州ブロック国土交通懇談会名簿

福岡県知事

佐賀県知事

長崎県知事

熊本県知事

大分県知事

宮崎県知事

鹿児島県知事

北九州市長

福岡市長

熊本市長

（一社）九州経済連合会 会長

九州商工会議所連合会 会長

九州農政局長

九州地方整備局長

九州運輸局長

大阪航空局長

福岡管区気象台長

第七管区海上保安本部長

第十管区海上保安本部長

九州地方測量部長



【この資料のお問い合わせ】 国土交通省 九州圏広域地方計画推進室 TEL：092‐476‐3552（直通）

<H28.1>

●今後のスケジュール（予定）

経 済 界 ：⼀般社団法⼈九州経済連合会、九州商⼯会議所連合会
地⽅公共団体：福岡県、佐賀県、⻑崎県、熊本県、⼤分県、宮崎県、⿅児島県、⼭⼝県、

沖縄県、北九州市、福岡市、熊本市、九州市⻑会、九州地区町村会⻑会
地⽅⽀分部局：九州管区警察局、九州総合通信局、九州財務局、九州厚⽣局、九州農政局、

九州森林管理局、九州経済産業局、九州地⽅整備局、九州運輸局、⼤阪航空局、
第七管区海上保安本部、第⼗管区海上保安本部、九州地⽅環境事務所

平成28年２〜3⽉：新たな九州圏広域地⽅計画 計画原案/パブリックコメント
平成28年3⽉ ：新たな九州圏広域地⽅計画 国⼟交通⼤⾂決定

■九州圏の将来像の実現に向けた５つの戦略とそれを⽀える
12のプロジェクト

■九州圏広域地⽅計画協議会

③ 九州圏に活⼒をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
④ 九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロジェクト

２. 九州圏の活⼒を創出する交流・連携の促進

① アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成プロジェクト
② 国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

１. アジアゲートウェイ機能の強化

⑤ 九州圏を⽀える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
⑥ ⾼度なニーズにこたえる農林⽔産業や地域産業の新たな展開プロジェクト

３. 九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

⑦ 九州圏の活⼒源となる⾼次都市機能の向上と連携の強化プロジェクト
⑧ 都市と農⼭漁村の連携の強化と⽣活環境の向上プロジェクト
⑨ 離島・半島、中⼭間地域等の活⼒の維持と向上を図る定住環境の形成プロジェクト
⑩ 九州圏の活⼒を担う⼈材の地産地活プロジェクト

４. 九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

⑪ 巨⼤災害などへの対応⼒の強化プロジェクト
⑫ 環境負荷の軽減と⾃然環境・国⼟の保全プロジェクト

５. 九州圏の安全・安⼼の確保と⾃然環境・国⼟の保全
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九州新幹線開業・九州⼀丸となった観光振興の
促進により、観光客数が増加

九州圏広域地⽅計画(中間整理)要旨

■九州圏の現状と課題
⼈⼝動向

■九州圏の将来像
観光・交流

⾃然災害対策

168万⼈の外国⼈⼊国者数を記録(過去最⾼)

⾵⽔害・⼟砂災害・⽕⼭災害や
南海トラフ巨⼤地震等の災害リスクが存在

我が国の⼀⼤⾷料供給基地
＜⾁⽤⽜の産出額＞

出典)「Ｈ25漁業⽣産額」農林⽔産省

出典）「宿泊旅⾏統計調査」国⼟交通省

出典）「出⼊国管理統計」法務省

＜外国⼈⼊国者数＞

基幹産業・成⻑産業
146万台の⾃動⾞⽣産台数を記録(過去最⾼)

＜四輪⾃動⾞⽣産実績＞

出典）九州地域の鉱⼯業動向※年報

３ .巨⼤災害対策や環境調和を発展の原動⼒
とする「美しく強い九州」

九州とアジア・世界との貿易額が顕著に増加

＜貿易額の推移＞

出典)「貿易統計」
財務省

通商・貿易

農林⽔産業

２.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州」

九州基幹都市連携圏；
基幹都市の⾼次都市機能
の向上・連携により九州の
成⻑基盤となる

<九州基幹都市連携圏>

<基礎⽣活圏>

基礎⽣活圏；
暮らしやすい⽣活環境の保全と⽣活⽀援機能の維持

都市⾃然交流圏；
コンパクト化とネットワークに
より都市と⾃然地域が交流と相互
貢献により共⽣を図る

<都市⾃然交流圏>

１ .⽇本の成⻑センター「ゲートウェイ九州」

※2014年は速報値
出典）国⼟交通省資料

＜外国船社運航クルーズ船
の寄港回数＞

約2.4倍

全国
第2位
長崎港

全国
第8位
鹿児島港

クルーズ船寄港回数が急増（全国の約4割）
世界の成⻑センターであるアジア地域の成⻑⼒を引き込む⽇
本の成⻑センター「ゲートウェイ九州」となって、⽇本の経済成
⻑に貢献することを⽬指す
陸・海・空路の域内交通基盤・交通結節機能の強化
成⻑・地域産業の育成、アジア向け市場の拡⼤
九州圏と国内各圏域との交流・連携を促進し、新しい成⻑
の⾵を⻄から起こす
⻄瀬⼾内海、豊後⽔道や関⾨海峡を介した中国圏・四国圏を
はじめ、近畿圏等の各圏域との交流・連携を強化

熊本の観光⼊込客数が3割増加

国際会議開催件数は福岡市が5年連続で全国2位

国内有数の⾃動⾞⽣産拠点（⾃動⾞メーカー４社の完成⾞⼯場）

農林⽔産業は全国シェア約２割を⽣産

博多港の荷役量はこの５年で1.2倍

博多

長崎

鹿児島

別府

名瀬

佐世保

細島

宮之浦

その他

写真提供）九州地⽅整備局 出典）気象庁ＨＰ
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九州圏

全国における

九州圏の割合

約1.2倍

約1.9倍

約1.5倍

全国
第1位
博多港

＜宿泊者数＞

<MICEの推進に寄与する(仮称)
熊本城ホールの整備 (事例)>

出典）熊本市ＨＰ提供）九州地⽅整備局

＜志布志港
国際物流ターミナル(事例)＞

⽇本の成⻑センター「ゲートウェイ九州」 〜 新しい⾵を⻄から 〜

札幌市（2.3％）
仙台市（4.1％）
さいたま市（4.2％）

千葉市（1.9％）

川崎市（5.1％）

横浜市（1.6％）

相模原市（1.9％）

新潟市（-0.5％）
静岡市（-0.4％）

浜松市（-2.7％）

名古屋市（1.3％）

京都市（0.1％）

大阪市（1.3％）

堺市（0.5％）

神戸市（0.3％）

岡山市（1.8％）

広島市（1.6％）

北九州市（-2.2％）

福岡市（5.8％）

熊本市（1.5％）

鹿児島市（0.5％）
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出典）「推計⼈⼝」各都市ＨＰ

圏域⼈⼝は減少傾向。福岡市をはじめとする
各県庁所在都市がダム効果を発揮

福岡市は人口増加率、
若者率（約３割）とも、
政令指定都市中、
第１位

＜政令指定都市及び九州圏の県庁所在都市の
⼈⼝増減率（2008年⽐）の推移＞

＜海⾯養殖業の⽣産額＞

出典)「Ｈ25⽣産農業所得統計」農林⽔産省

約４割約４割

＜瀬⼾内・海の路
ネットワークの促進(事例)＞

出典）瀬⼾内・海の路ネット
ワーク推進協議会事務局

会員市町村
(平成24年６⽉)

国内線ターミナル
現滑⾛路2,800ｍ

増設滑⾛路2,500ｍ

国際線ターミナル

＜福岡空港滑⾛路増設(事例)＞

提供）九州地⽅整備局
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